
 

令和２年度健全化判断比率等の算定結果について 

 

１．財政健全化法の概要について    

平成 19 年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布され、これによ

り、地方公共団体は、毎年度、前年度決算に基づく「健全化判断比率（実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４指標）」及び公営企業の「資金不

足比率」を監査委員の審査に付した上で議会に報告し、公表することが義務付けられま

した。 

健全化判断比率については、比率のいずれかが早期健全化基準以上となった場合は「早

期健全化計画」を策定し、自主的な改善努力による財政の健全化を行う必要があります。

比率のいずれかが財政再生基準以上となった場合は「財政再生計画」を策定し、国等の

関与による確実な再生に取り組むことになります。 

また、各公営企業の資金不足比率については、比率が経営健全化基準以上となった場

合は「経営健全化計画」を策定し、経営の健全化を図ることになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．算定の対象となる会計について 

健全化判断比率及び資金収支比率の算定対象となる会計の区分については、次のとお 

りです。 

 

 

普

通

会

計 

一  般  会  計 

  

公

営

事

業

会

計 

一般会計等以外の

特別会計のうち公

営企業に係る特別

会計以外の特別会

計 

国民健康保険事業   

国民健康保険診療所事業   

後期高齢者医療事業   

法適用公営企業 水道事業会計 
  

法非適用公営企業 

公共下水道事業   

農業集落排水事業   

    

一部事務組合・       

広 域 連 合 

浜田地区広域行政組合   

江津邑智消防組合   

    

地 方 公 社・ 

第三セクター等 
江津市土地開発公社   

 

 

 

 

 

 

 

 



３．健全化判断比率について（４指標）   

令和２年度決算に基づき算定した健全化判断比率は下表のとおりです。いずれの指標

についても昨年度と同様に早期健全化基準を下回りました。 

 

 

健全化判断比率 
（参考） 

前年度数値 

早期健全 

化 基 準 

財政再生 

基  準 

①  実 質 赤 字 比 率 ― ― 13.55 ％ 20.0 ％ 

②  連結実質赤字比率 ― ― 18.55 ％ 30.0 ％ 

③ 実質公債費比率  12.9 ％ 13.7 ％ 25.0  ％ 35.0 ％ 

④ 将 来 負 担 比 率 101.3％ 100.9％ 350.0  ％ ― 

 

① 実質赤字比率  算定結果 － ％   

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（人口、面積等から算出する標

準的な一般財源の規模）に対する比率であり、これが生じた場合は赤字の早期解消を

図る必要があります。 

実質赤字比率は、黒字である場合は負の値（マイナス）で表示されます。また、算

定結果数値は黒字の場合計上されず、「－」で表示されます。 

 

   

 

 

 

 

 

②  連結実質赤字比率  算定結果 － ％   

公営事業会計を含む全会計を対象にした実質赤字額（または資金不足額）の標準財

政規模に対する比率であり、これが生じた場合は赤字の早期解消を図る必要がありま

す。 

◆実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質収支額 

＝ 
－５４８，５０６（黒字） 

標準財政規模 ８，８５９，４６７ 

     

 ＝  －６．１９％ （黒字）   

（ 千円 ） 



連結実質赤字比率は、実質赤字比率と同様に黒字である場合は負の値（マイナス）

で表示されます。また、算定結果数値は黒字の場合計上されず、「－」で表示されま

す。 

  

◆連結実質赤字比率 ＝ 
全会計の実質収支の合計額 

＝ 
－９２１，５２１（黒字） 

標準財政規模 ８，８５９，４６７ 

     

 ＝  －８．６１ ％ （黒字）   

 

 

③  実質公債費比率  算定結果 1２.９％   

一般会計等が負担する地方債元利償還金及び準元利償還金(水道・下水等の公営企

業会計及び広域行政組合等一部事務組合に係る地方債償還分の繰出金等)などの標準

財政規模に対する比率です。数値は３ヵ年度の平均数値で算出します。財政健全化法

に基づく基準とは別に、実質公債費比率が 18％を超えると地方債の発行には許可が

必要となり、25％を超えると一部の地方債の発行が制限されます。実質公債費比率を

引き下げるためには、繰上償還や地方債発行額の抑制が必要です。 

令和２年度単年度数値は、11.2％と平成 30、令和元年度単年度数値と比べ減少

（H30:14.0％、R1:13.5％）、また３ヵ年度平均数値については、単年度数値の減少に

伴い、0.8ポイント改善しています。 

 

 

＝ 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

◆実質公債費比率  （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

  標準財政規模 － 

 （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

   

 
＝ 

２，７６０，１８７ － １，９７２，７５８ 

 ８，８５９，４６７ － １，８２１，７６２ 

   

 ＝  １１．１８８７２ （２年度単年度数値） 

 

３ヵ年度平均数値 ＝ 
１４．０３７５５（Ｈ３０）＋１３．５０１７６（R1）＋１１．１８８７２（Ｒ２） 

３ 

 ＝  １２．９％ 

 

（ 千円 ） 

（ 千円 ） 



③   将来負担比率  算定結果 １０１．３ ％   

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債(将来負担額)の標準財政規模に対する

比率であり、これらの負債が将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す指標で

す。 

将来負担額とは、一般会計の地方債残高や契約等により将来の負担を約束したもの

(債務負担行為)、公営企業・一部事務組合等の地方債残高のうち一般会計が負担する

もの、土地開発公社や第３セクターの損失補償額などの総額です。基金などの資産額

を差し引いた額を基に算出します。 

令和２年度数値は、新庁舎建設にかかる地方債の新規発行の増加及び基金の取り崩

し等により、令和元年度数値より 0.4ポイント悪化しています。 

 

◆将来負担比率 ＝ 

将来負担額 －（充当可能基金額＋特定財源見込額＋ 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－ 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

   

 
＝ 

３２，３１１，４６０ － ２５，１８０，５９９ 

 ８，８５９，４６７ － １，８２１，７６２ 

   

 ＝ １０１．３％ 

４ 各公営企業の資金不足比率  算定結果 各会計 － ％ 

令和２年度決算において資金不足を生じた公営企業はないため、算定結果は「－」で

表示されます。 

  資金不足比率は、各公営企業の資金不足額の事業の規模に対する比率であり、経営健

全化基準以上となった場合は、経営健全化計画を定めなければなりません。 

（千円） 

 事業規模 資金不足額 資金不足比率 経営健全化基準 

水 道 事 業 519,428 ― ― 

20 ％ 公共下水道事業 116,110 ― ― 

農業集落排水事業 43,562 ― ― 

 

 
◆資金不足比率 ＝  

資金の不足額 

事業の規模  

（ 千円 ） 


